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資料 1-1 災害対策本部と震災復興本部の連携 

○ 区内において、大規模な災害が発生、または発生するおそれがある場合、区民等の

安全確保を迅速かつ的確に実施するため、災害対策本部を設置し、災害対策を推進

する。 

○ その後、災害対策本部に集まる被害状況をもとに、計画的に市街地の復興を進める

必要がある場合に、足立区震災復興本部を設置する。 

○ この震災復興本部は、災害対策本部との緊密な連携が図られること、復興にかかわ

る政策判断・意思決定が的確に行われることに留意した組織及び人的構成とする。 

○ 本部長は区長とし、災害対策本部と連絡・調整を行う事務局を設置する。本部長の

命により、都市復興マニュアルに基づく取組み、及び部別活動計画などによる生活

復興の取組みを行う。  
災害対策本部と震災復興本部の構成・関係                        区災害対策本部 

・区内で相当の被害が発生、又は発生するおそれが

あり、災害対策活動推進を図るため必要があると

認めるときは、区災害対策本部を設置 

・本部長は、区の地域について災害が発生するおそ

れが解消したと認めたとき､又は災害応急対策が

概ね完了したと認めたときは、区災害対策本部を

廃止 

区震災復興本部 

・災害対策本部(情報司令室)に集まる被害概況によ

り、被災の激しい地区があり、計画的な市街地の

復興が必要な場合、区震災復興本部を設置 

・本部長は、震災復興に関する事業が進捗し、復興

本部設置の目的が達成されたと認めたときは、区

震災復興本部を廃止 
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資料 1-2 足立区震災復興本部設置基準（案） 

○ 災害対策本部内の情報司令室に集まる被害状況において、概ね８割以上の家屋が全

壊・半壊・全半焼した地区がある。 

○ これらの地区について、現地調査により被災状況の調査を行い、建築基準法第 84

条による建築制限が必要であるなど、計画的な市街地の復興が必要な場合、区震災

復興本部を設置する。 
 

資料 1-3 震災復興本部体制（案） 

復興本部を構成する部は新たに立ち上げることもできる。被災後、円滑に震災復興本

部を設置できるよう、新たに立ち上げる部も含め、事前に詳細な本部体制を検討してお

くことが重要である。  
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資料 1-4 震災復興本部における業務内容 

 

第１ 各所管の共通業務 

・ 所管施設の被害状況等の把握に関すること 

・ 所管施設の再建及び再開に関すること 

・ 部内及び他部との連絡調整に関すること 

第２ 人的資源、執務環境、設備に関すること 

・ 人的資源の確保に関すること 

・ 復興に係る人事計画、服務に関すること 

・ 職員の公務災害補償に関すること 

・ 防災会議に関すること 

・ 議会との連絡に関すること 

・ 他自治体からの応援要員の対応に関すること 

・ 情報システムの復旧及び復旧・復興に関する情報活用に関すること 

第３ 関係機関との情報連絡、広報、記録等に関すること 

・ 災害情報の収集及び関係部課への伝達に関すること 

・ 東京都震災復興本部及び関係防災機関との連絡に関すること 

・ 生活復興期の区民活動との連携に関すること 

・ 区民生活の再建状況等の把握に関すること 

・ 復興に係る広報及び広聴に関すること 

・ 被災者への相談窓口の設置・運営に関することの調整 

・ 報道機関との連絡に関すること 

・ 復興の記録に関すること 

第４ 本部の設置・運営、復興計画に関すること 

・ 震災復興本部の設置・運営・廃止に関すること 

・ 震災復興本部会議の設置・運営に関すること 

・ 震災復興総合計画の策定に関すること 

・ 震災復興対策の総合調整及び進行管理に関すること 

・ 震災復興本部業務と災害対策本部業務の総合調整に関すること 

第５ 復興に係る費用に関すること 

・ 復興に係る費用に関すること 

・ 復興関係の予算に関すること 

・ 復興に係る財政計画に関すること 

・ 復興事業の実施に係る公金の支出及び収入に関すること 

・ 復興基金の協議等に関すること 

・ 震災後の税収見込みに関すること 

・ 復興に係る税制の調査研究に関すること  
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第６ 生活再建、産業復興に関すること 

・ 家屋・住家の被害調査に関すること 

・ り災証明に関すること。 

・ 災害援護資金の貸付けに関すること 

・ 被災者生活再建支援金の支給に関すること 

・ 義援金品の配分に関すること 

・ 災害弔慰金等の支給に関すること 

・ 課税、減税等の措置に関すること 

・ 国民健康保険料の減額、徴収猶予又は免除に関すること 

・ 消費生活相談に関すること 

・ 町会・自治会のコミュニティ活動の支援に関すること 

・ 外国人への支援に関すること 

・ 区内産業、所管施設の被害状況等の把握に関すること 

・ 共同仮設工場・店舗の設置・提供に関すること 

・ 施設の再建のための金融支援に関すること 

・ 雇用の維持に関すること 

第７ 福祉、衛生に関すること 

・ 被災幼児の健康管理、メンタルヘルスケアに関すること 

・ 被災幼児への支援に関すること 

・ 被災住民の健康管理、メンタルヘルスケアに関すること 

・ 災害復興公営住宅等への巡回相談等に関すること 

・ 医療機関の復旧状況に関する情報提供に関すること 

・ 仮設診療所の設置に関すること 

・ 防疫活動の実施に関すること 

・ 公衆浴場の営業状況に関する情報提供と再開支援に関すること 

・ 食品・飲料水の安全確保に関すること 

・ 動物愛護に関すること 

第８ 学校等に関すること 

・ 区立学校等教育施設及び社会教育施設等の被害状況の調査に関すること 

・ 区立学校等教育施設及び社会教育施設等の再建及び再開に関すること 

・ こども園・保育園等の被害状況の調査に関すること 

・ こども園・保育園等の再建及び再開に関すること 

・ 小・中学校の被災児童・生徒への支援に関すること 

・ 小・中学校の被災児童・生徒の健康の維持、メンタルヘルスケアに関すること 

・ 学校備品、教材教具等の整備に関すること 

・ 文化財の復旧支援に関すること 
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第９ 都市基盤、環境整備に関すること 

・ まちの復旧・復興状況の把握に関すること 

・ 都市復興基本方針・基本計画の策定・公表に関すること 

・ 第１次・第２次建築制限に関すること 

・ 復興まちづくり計画等の策定に関すること 

・ 時限的市街地の配置計画と建設・運営に関すること 

・ 用地の確保・調整に関すること 

・ 応急仮設住宅の用地確保に関すること 

・ 宅地の応急危険度判定に関すること 

・ 住宅の応急危険度判定に関すること 

・ 応急的な住宅（応急仮設住宅）の供給・管理に関すること 

・ 区営住宅等の供給・管理に関すること 

・ 民間住宅に対する住宅再建支援・協力に関すること 

・ 民間賃貸住宅入居者に対する支援・協力に関すること 

・ マンション建替え・補修に対する協力に関すること 

・ 応急仮設住宅建設への協力に関すること 

・ 被災建築物の復旧相談に関すること 

・ がれき等の処理に関すること 

・ ライフラインの復旧状況の把握に関すること 

・ 道路障害物(主に道路占有物件及び車両)の除去に関すること 

・ 道路等の復興事業に関すること  

・ 公園施設の復興事業に関すること 

・ 公園、児童遊園、公園予定地等の土地利用の調整に関すること 

 

出典：足立区地域防災計画 
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資料 1-5  震災復興本部運営要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：区市町村震災復興標準マニュアル  
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資料 1-6  調査実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 1-7 社会公共施設等の被害状況把握の流れ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル   

  



 
資料-18 

資料 1-8 建物、宅地等に関する調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル 

本マニュアル

による 本マニュアル

による 
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資料 1-9 被害状況把握の体系（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 1-10 事前準備図面の更新・共有方法について 

〇 データの更新について 

(1) 共通データの更新 

・  データの更新は、今後のシステムの円滑な運営に配慮して、システムの運用全体を

調整する体制を整えることが重要である。したがって、今後の既存のデータの更新

等においてデータを所管する部署に定期的に提供を依頼し、事務局がシステムのデ

ータ更新を行うこととする。 

・  なお、本システムで使用するデータはこれまで区市町村及び都が構築してきた既存

のデータを活用することを基本とする。既存のデータがない場合には、事務局と区

市町村等で調整を行い、データフォーマット等を検討し、新たなデータを構築する。

なお、データの整合性の確保及び転用の容易さ等に考慮して、更新に際しての基本

的なルールを定め、データを所管する部署にデータの提供を依頼するものとする。 

・  データは適宜最新のものを利用することが望ましいが、各項目において更新時期が

異なることから、更新にあわせて適宜データを取得できる体制を整備しておく必要

がある（都が集約したデータを利用する場合にはデータの更新が遅くなる場合があ

るため、区市町村が最新のデータを反映できるような体制を検討する必要がある）。 

ア 現在のデータの更新（図の赤い矢印） 

・  更新する項目：各属性については、現行のデータのとおり。ただし、更新におい

てデータ属性の変更が予想される場合には事前に調整できるようにしておくこ

とが重要である。（別途、定義書を作成） 

・  更新者：区市町村及び都の所管部署が更新したデータを、事務局が適宜取得し、

データの更新を行う。 

・  更新時期：定まった更新時期がある項目についてその更新時期に、その他の項目

についてはできる限り年度末時点のデータを収集できるようにしておく。（年１

回定期的な更新を想定） 

イ 新たなデータの整備（図の黒い破線の矢印） 

・ 整備する項目：区市町村等から提言のあった項目や現在 GIS 化されていないデ

ータについて、新たなデータを整備することを検討する。ただし、データの作成

は区市町村等の所管課が行う作業であるため、できる限り負担の少なくなるよう

に調整する。 

・ 作成・更新者：区市町村及び都の所管課が作成・更新したデータを、事務局が適

宜し、データの更新を行う。なお、作成時点では既存のデータの活用やシステム

への転送の容易性などについて、所管部署と十分な調整を行うものとする。 

・ 更新時期：所管部署との調整により決定する。 
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(2) 復興方針等の基礎データの作成・更新 

・ 被災後、復興方針・計画等を策定するにあたり被災前に準備した図面（データ）及

び被災状況の図面（データ）を活用して、区市町村において基礎的なデータの整理

することが想定される。また、整理や復興方針、復興計画の策定にあたり、計画区

域や事業区域を検討することも想定される。 

・ これらのデータについては、都が策定する方針・計画や事業等との関連も深いため、

区市町村が作成したデータを都市復興に関する基礎データとして都へのデータ提

供を依頼し、共用・活用することを目指す。 

・ データの共用については、次項に記載してあるが、汎用的なデータ形式で区市町村

から提供されることを依頼する。 

ア 復興方針等 

・ 作成手順等：被災地域の区市町村において GIS 等でデータを整理し、ＤＩＳ・

電子メール等により都に報告される被災情報等について、復興方針策定の基礎デ

ータ等として共用を図る。なお、電源喪失等においてパソコン等による作業が行

えない場合には、事前準備図面として保管している紙地図等に被災状況を整理す

る。 

・ 作成者：被災情報等については被災地域の区市町村がデータの作成し、都が報告

を受けて GIS システムへの変換等を行う。 

イ 復興計画等 

・ 作成手順等：区市町村において作成した復興計画に記載している計画区域や事 

業予定区域等のデータについて、都への提供を依頼し、共用する。なお、データ

については、区市町村の更新にあわせて都への送付を依頼し、データの共有化を

図る。 

・ 作成者：各種区域等については被災地域の区市町村がデータの作成し、都が区  

市町村からの送付を受けて GIS システムへの変換等を行う。 
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〇 データの共有について 

・  各データは GIS 及び PDF の電子データで運用するとともに、停電時にも作業が

行えることに配慮して、紙の出力データも保管する。 

(1) 電子データによる保管 

・  基本システムとして、ARCGIS を用いてデータの構築を行うことを予定している。

区市町村等へはシェープ形式でのデータ提供を行うとともに、管理ファイルである

MXD(マップドキュメント)ファイルを送付する。あわせて、ビューア用のファイル

の提供も行う。 

（参考）表示のみであれば、無償提供されている ArcReader を使えば、任意の範囲・

レイヤーの選択が可能であり、庁内の PC 等から適宜必要なデータを出力可

能である。 

・  また、個別のデータファイルは、汎用性の高いシェープ形式としていることから、

各部署で使用されている GIS アプリケーション等との互換性が確保されており、

更新データの作成やデータの活用も容易となっている。なお、表示及び出力の形

式を統一するため、線種やポリゴン・ライン・文字の色等表示に関する属性につ

いて定義しておくことを検討する。 

・  GIS のデータとあわせて、GIS システムが導入されていない PC でも閲覧・出力

可能な PDF もあわせて提供する。 

 

(2) 紙地図データの保管について 

・  紙地図データによる保管については、災害時の電源喪失時においても迅速に作業が

行えるように、被害調査の基図や計画図等との整合を持たせて１／２，５００で保

管（都及び区市町村で１部ずつ）するものとする。 

 

【出力を予定している図面】 

a) 都市づくりの現行計画に関する図面（２種に分けて作成） 

b) 都市基盤施設の整備水準に関する図面 

c) 被害想定に関する図面 

・ 首都直下地震等による東京の被害想定又は地震に関する地域危険度測定調査結 

果図 

・ 浸水想定図 

・ 高潮浸水想定図 

・ 土砂災害警戒区域等図 

 

出典：東京都資料 
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資料 1-11 都市づくり現行計画整備状況図   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市づくり現行計画整備状況図サンプル（東京都作成資料） 

 

出典：東京都資料 

都所管の都市づくり現行計画の例 

・ 都市計画区域マスタープラン 

・ 区域区分 

・ 都市再開発の方針 

・ 防災街区整備方針 

・ 住宅市街地の開発整備の方針 

・ 地域地区 

・ 都市施設 

・ 市街地開発事業等及びその予定地区 

・ 地区計画等 

・ 防災都市づくり推進計画 等 

区所管の都市づくり現行計画の例 

・ 足立区都市マスタープラン 

・ 地域地区 

・ 促進区域 

・ 都市施設 

・ 市街地開発事業等及びその予定地区 

・ 地区計画等 

・ まちづくり条例等に基づくり計画 等 
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資料 1-12 都市基盤施設整備水準図   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市基盤施設整備水準図サンプル（東京都作成資料） 

 

出典：東京都資料 

 

 

都市基盤施設の整備水準に係る情報の例 

・ 面整備事業(市街地開発事業等)の実施有無と、その実施時期 

・ 土地区画整理事業をすべき区域 

・ 木造住宅密集地域(重点整備地域、整備地域含む) 

・ 被災により被害が想定される地域(地震に関する地域危険度の調査結果等) 等 
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資料 1-13 災害種類別被害想定図   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害種類別被害想定図サンプル（東京都作成資料） 

 

 

出典：東京都資料 

 

都による各種災害に伴う被害想定の例 

・ 首都直下地震等による東京の被害想定 

・ 地震に関する地域危険度測定調査 

・ 液状化予測図 

・ 土砂災害警戒区域等マップ 

・ 大規模盛土造成地マップ 

・ 消防活動困難度 

・ 高潮浸水想定区域図 等 

区が想定している被害想定の例 

・ ハザードマップ(区市町村） 
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資料 1-14 優先調査地区の抽出 

◆優先調査地区抽出方法 

                              優先調査地区 

○ 都マニュアルの考え方をもとに、以下の視点と防災都市づくり推進計画による市街地

ゾーニングに着目して分類して、優先調査地区を抽出する。 

視点 評価基準 

1)十分な公共用地が確保されて

いるかどうか 

2)幅員６ｍ以上の道路によるネ

ットワークが形成されている

かどうか 

・「面的な基盤整備の状況」により分類する 

3)被災時の家屋倒壊・焼失等のリ

スクが高いかどうか 

・｢地域危険度ランク 4 未満｣を基準として､分類

する(1,2 による評価が低い場合) 

○ なお、流通業務団地や舎人公園など、非住居系の大規模施設用地については、一体的

な不燃空間となっていることから､分類の対象外とする。 

〇 上記の視点による分類により､現況特性上の課題の大きな区域から、Ａ→Ｂ→Ｃ→Ｄ

→Ｅとし、A、B を優先調査地区とする。 
 視 点 防災都市づくり推進計画  面的な基盤整備の状況 

地域危険度 
の状況 

重点整備地域等 一般市街地 

対象外 大規模施設用地 － － 

公
共
用
地
率
が
高
く

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

が
形
成
済 

土地区画整理事業施行完了区域等 
（市街地再開発事業･不燃化促進事業・一団地
の住宅施設等を含む） 

Ｄ Ｅ 

土地区画整理事業施行区域（事業中） 

(

上
記
水
準
に
は
満
た
な
い
が)

あ
る
程
度
の
道
路
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
が
形
成
済 

耕地整理及び土地改良事業済 

地域危険度 
ランク 4 未満 

該当なし 

Ｄ 

地域危険度 
ランク４以上 

Ｃ 

公
共
用
地
率
も
低
く 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

も
未
整
備 

その他 

地域危険度 
ランク４未満 

Ｂ 

地域危険度 
ランク４以上 

Ａ Ｂ  
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資料 1-15 応急危険度判定対象建築物と判定実施主体 

 判定実施主体 判定対象建築物 

① 区職員判定員 

ア 第一次応急危険度判定施設（災害対策

活動拠点施設、避難所施設、その他備蓄倉

庫等）の応急危険度判定 

イ 第二次応急危険度判定施設（病院等及

び要配慮者利用施設、その他の区施設）の

応急危険度判定 

② 応援公務員 
実施本部または判定拠点の判定コーディ

ネーター 

③ 

民間判定員（区内在住・在勤の民間区

登録判定員・全国協議会連絡体制によ

る応援派遣判定員） 

第三次応急危険度判定施設（戸建住宅、共

同住宅、長屋、下宿または寄宿舎の民間建

築物）の応急危険度判定。構造及び規模は、

木造・鉄骨造・鉄筋及び鉄骨鉄筋コンクリ

ート造通常構法の建築物で、高さは 10 階

未満 

 

資料 1-16 応急危険度判定フロー               
 

※ 被災度区分判定とは、応急的対応の後、施設・設備の損傷程度・状況を的確に把握し、補強ある

いは取り壊しの必要性について判断するもの。(建物所有者が民間建築技術者との契約により実施) 

  

応急危険度判定 
調査済（緑） 危険（赤） 

応急的対応 
解体 応急復旧 

被災度区分判定 ※

補修・補強の要否判定 
恒久復旧 継続使用 ＜応急危険度判定員の業務＞ 
要注意（黄） 
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資料 1-17 民間住宅等被害状況把握の流れ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル（一部修正） 

  

復興まちづくり方針の策定 
地区復興まちづくり方針の策定 
復興まちづくり計画（原案）の策定 
地区復興まちづくり計画（原案）の 
策定 
復興まちづくり計画の策定 
地区復興まちづくり計画の策定 
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資料 1-18 家屋被害状況調査の方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 1-19 補足調査における家屋被害抽出の考え方 

 

出典：東京都震災復興マニュアル  
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資料 1-20 家屋被害状況調査体制イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記の図は、以前の足立区都市復興マニュアルから引用しているが、家屋被害状況
調査の方法自体が以前とは異なるため、参考資料として使用する  
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資料 1-21 家屋被害状況調査本部の作業内容と役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※ 上記資料は、以前の足立区都市復興マニュアルから引用しているが、家屋被害状況
調査の方法自体が以前とは異なるため、参考資料として使用する 
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資料 1-22  家屋被害状況調査時に準備すべきもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記資料は、以前の足立区都市復興マニュアルから引用しているが、家屋被害状況
調査の方法自体が以前とは異なるため、参考資料として使用する 
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資料 1-23  調査必要人員の算定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記資料は、以前の足立区都市復興マニュアルから引用しているが、家屋被害状況
調査の方法自体が以前とは異なるため、参考資料として使用する 
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資料 1-24 家屋被害状況調査 実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※ 上記資料は、以前の足立区都市復興マニュアルから引用しているが、家屋被害状況
調査の方法自体が以前とは異なるため、参考資料として使用する  
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資料 1-25 「街区別被害割合図」作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道 
自動車専用道 
国道 
都道府県道 
河川 
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資料 1-26 区民のニーズ 

・被災後の生活の場について、被災状況に応じて様々な希望が住民から出てくると考 

えられる。例えば「親類を頼って疎開したい」、「場所は問わないので早く応急仮設

住宅に入居したい」、「できれば自宅の近傍に住みたい」など。 

・また、応急仮設住宅や新しい住家への入居について、被災前のコミュニティも配慮 

する必要がある。 

・そこで、復興模擬訓練や復興イメージトレーニングの実施により、被災後の生活の

場について、事前に住民の意向やイメージ訓練を行い、適切かつ迅速な対応が図れ

るように復興の事前準備しておく。 

 

（参考 復興まちづくりイメージトレーニング） 

早期復興に資する市街地復興計画の策定を円滑に行えるように、生活復興と市 

街地復興の両方の視点から、適切な対応が図れるように訓練するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

出典：国土交通省「復興まちづくりイメージトレーニングの手引き」 

 

 

 

図 復興イメージトレーニングの流れと効果 

図 生活再建のシナリオ 
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資料 1-27 被災者生活実態調査様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 1-28 被災者生活調査集計フォーマット案                                     
出典：区市町村震災復興標準マニュアル   
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資料 1-29 被災者生活調査の実施方法(案) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：区市町村震災復興標準マニュアル  
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資料 1-30 震災後対策に必要な用地例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

出典：東京都震災復興マニュアル  
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資料 1-31 オープンスペース等利用計画の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
出典：区市町村震災復興標準マニュアル  
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資料 1-32 足立区で想定されるオープンスペース利用調整のガイドライン(案) 

 発災   →  ３日   →   １週間      →      １ヶ月 → ２～３ヶ月  → 

応
急
仮
設
住
宅
用
地 

公
園
等 

街区公園等 

(有効面積 500 ㎡以上) 
一時集合場所 

資材置場等 

(応急仮設住宅用) 

応急仮設住宅用地 

(第２次) 

応急仮設住宅設営 

予定地(地域防災計画) 
一時集合 

場所 

資材置場等 

(応急仮設住宅用) 
応急仮設住宅用地(第１次) 

広域避難場所 

(河川敷除く) 

広域避難 

場所 
 

資材置場等 

(応急仮設住宅用) 

応急仮設住宅 

用地(第３次) 

そ
の
他
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス 

都市計画施設 

先行取得用地 
 

応急仮設住宅 

用地(第３次) 

災
害
時
協
定
に
よ
る 

大規模民有地 

(企業の遊休地等) 
 

応急仮設住宅 

用地(第３次) 

大規模農地 

(宅地化農地/ 

生産緑地) 

 
応急仮設住宅 

用地(第３次) 

一団の都有地/ 

先行取得用地/ 

学校･公益施設跡地 

活用可能性について庁内で継続的に検討 

救
援
物
資
集
積
用
地
等 

東綾瀬公園 

広域避難場所 応急仮設住宅用地(第１次) 

医療機関近接ヘリ緊急離着陸場候補地(東側及び西側野球場)※１ 

救援物資集積用地 ⇒徐々に収束 

舎人公園 

広域避難場所 応急仮設住宅用地(第１次) 

大規模救出・救助活動拠点候補地※ 

医療機関近接ヘリ緊急離着陸場候補地(陸上競技場)※１ 

救援物資集積用地 ⇒徐々に収束 

災害時臨時離着陸場候補地(野球場)※１ 

保木間公園 救援物資集積用地 ⇒徐々に収束 

平野運動場 災害時臨時離着陸場候補地※１  

谷中公園 災害時臨時離着陸場候補地※１  

千住新橋運動場 災害時臨時離着陸場候補地※１  

災害廃棄

物仮置場 
区立公園※２  災害廃棄物一次仮置場 

※１ 東京都地域防災計画により位置づけられている。 

※２ 足立区災害廃棄物処理計画（平成 31 年 3 月）では、全区立公園（353 箇所）のうち、災害時活動拠

点や不適場所を除く、313 箇所を一次仮置場候補地としており、本マニュアルの応急仮設住宅建設候

補地と重複していることから、それぞれが優先的に利用する箇所などを事前に調整しておく必要があ

る。 
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資料 1-33 オープンスペースの使い分け（優先順位評価指標） 

本マニュアルでは、有効面積 500 ㎡の公園を応急仮設住宅建設候補地としているの

に対し、足立区災害廃棄物処理計画（平成 31 年 3 月）では、全区立公園（353 箇所）

のうち、災害時活動拠点や不適場所を除く、313 箇所を一次仮置場候補地としており、

被災時の機能が重複していることから、それぞれが優先的に利用する箇所などを事前に

調整しておく必要がある。 

応急仮設住宅の建設可能用地については、事前に下表のような評価指標により優先順

位付けを行っておくことにより、被災時のオープンスペースの使い分けに有効である。 

  この優先順位付けにより、評価ランクが高いＡ及びＢランクの土地について、用地

の状況を調査票に整理し、測量図等とともにデータベース化し、さらに応急仮設住宅

の配置計画案を作成しておくことにより、早急な応急仮設住宅の供給につながる。 

  建設用地の選定に際しては、東日本大震災において災害公営住宅等の復興住宅の建

設用地が不足したことから、その後の恒久住宅の供給についても考慮する必要がある。 

表 応急仮設建設用地の優先順位評価指標（案） 

 A ランク※1 B ランク※1 C ランク※1 D ランク※1 

敷地造成工事 
必要無し又は簡
易造成工事※2 

同左 
大規模な 

造成工事必要 
同左 

グランド面の状態 土、芝生等 
アスファルト

舗装 
インターロッ

キング等 
同左 

建設可能戸数 
50 戸以上 

(空地 5,000 ㎡) 
10 戸以上 

(空地 1,000 ㎡) 
10 戸未満 同左 

ライフライン 
電気・水道・ 

ガス有 
水道のみ有 全て無し 同左 

建設資材等の搬入 支障なし 
４t 車程度で 

搬入可 
２t 車程度で 

搬入可 
搬入不可 

土地の所有者との借地契
約等 

公有地 協定済 
借地契約等 

が必要 
同左 

前面道路等の土地の高低 
（バリアフリー） 

高低差無し ２ｍ未満 ６ｍ未満 ６ｍ以上 

周辺の状況 
店舗等の生活利

便施設有 
店舗等の生活
利便施設無し 

同左 工場等 

農業用地の転用等の手続
き 

不要 同左 必要 同左 

液状化(東京都液状化予測
図に基づく) 

可能性が 
低い地域 

可能性が 
ある地域 

可能性が 
ある地域 

可能性が 
高い地域 

※１ 項目の中で最も低いランクを総合評価のランクとする 
 ※２ 簡易造成工事： 敷地内の高低差を均す程度で土砂の搬入・搬出が不要 
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＊水害対策 

 水害も対象とする場合、下表のような指標も考慮して、応急仮設住宅用地を選定する

必要がある。 

 

 A ランク B ランク C ランク D ランク 

風水害の被害予測（敷地の

水はけ等） 

簡易造成工事

で対応可 

外構工事で 

対応可 
同左 

急傾斜 

危険区域等 

河川氾濫時浸水想定 ３ｍ未満 同左 
３ｍ以上 
５ｍ未満 

5ｍ以上 

浸水継続時間 1 日未満 3 日未満 3 日未満 3 日以上 

内水氾濫時浸水想定 無し 0.5ｍ未満 
0.5ｍ以上 
３ｍ未満 

同左 
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資料 1-34 震災時利用可能オープンスペース候補地の事前把握（東京都との連携）                           
 

 

４ 震災時利用可能オープンスペー

ス候補地台帳の作成(区) 

・１５ブロックごとに､以下の利用目

的別に所有形態(公有地、民有地)､種

別､利用現況等を整理 

区民の一時集合場所/応急仮設住宅建

設候補地/生活必需品等の集積地及び

輸送拠点候補地/災害廃棄物仮置場 

１ 震災後対策に必要な用地・利用可能な

用地の事前把握 

・震災後対策に必要な用地を整理する。 

・都有地、区市町村有地、国有地等で、震災

時に利用可能な用地の事前把握を行い、各

局、区市町村と調整のうえ、オープンスペ

ース等利用計画の充実を図っていく。 

２ 事前用地調整方針の策定 

・災害時における事前用地調整方針を策定

する。 

３ 一時使用に係る契約書（案）の作成 

・民有地の一時使用に係る契約書（案）を

作成する。 

４ オープンスペース調整マニュアルの策定 

・オープンスペース調整の基本的考え方（都

災害対策本部及び都震災復興本部の所掌

事項等）、利用者側の事前整理事項等につ

いて、都各局及び区市町村と調整の上、策

定する。 

定期的な実態調査の実施による情報更新(都、区) 

東京都 足立区 
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資料 1-35 事前用地調整方針   
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出典：区市町村震災復興標準マニュアル    
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資料 1-36 震災時利用可能オープンスペース候補地台帳(区有地)のイメージ 

※ 利用可否は震災後の被害状況による地盤やインフラ等の状況を加味して判断                      

第１ブロック  

用途 所在地 
(有効)

面積 

現況 

用途 

所有 

形態 

接道 

条件 
地盤 

ｲﾝﾌﾗの 

整備状況 

備考 

(立体条件等) 

利用可否 

(震災後)※ 

一時集合場所          

 1 ○○公園 

 

2 △△公園 

       

 

 

応急仮設住宅建設用地          

 1          

救援物資集積用地          

 1          

災害廃棄物仮置場          

 1          

その他          

 1          

… …
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資料 1-37 災害時における生産緑地の活用について          
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資料 1-38 水害時の廃棄物の特徴 

水害時の廃棄物は、汚泥、汚水、有害物質などを含んだ水が拡散するため、仮置き場

や処理工程などは、震災による廃棄物とは異なる処理計画が必要となると考えられる。 

 

（参考）災害廃棄物対策指針（改訂版）平成 30 年 3 月 環境省環境再生・資源循環局 

事前準備 ＜水害時の廃棄物の特徴＞ 

・水害時の廃棄物は、水分を多く含んでいるため、腐敗しやすく、悪臭・汚

水を発生する場合があるため、保管及び処理方法には事前に対策を検討

し、災害廃棄物の種類ごとに優先順位を決め、処理スケジュールを事前に

作成する。 

・ 水害の場合、全壊や半壊しない建物でも床上浸水や床下浸水に伴い家財

等が災害廃棄物として排出され、仮置場へ搬入されることが想定されるた

め、仮置場の必要面積の算定にも考慮する。 

＜収集・運搬、保管＞ 

・広域処理を想定した搬出先へのルートについて、洪水ハザードマップを参

考に事前に検討する。 

・仮置場については、河川敷の使用が困難であることに配慮する。 

・また、仮置場の規模、仮置きする廃棄物及び選別作業等の種類、仮置き予

定期間と返却後の土地用途を勘案し、可能な範囲で供用前の仮置場の土壌

汚染状況を把握する。 

＜危険物・有害物質等＞ 

・水害時には、薬品類や危険物が流出する可能性があるため、事前に保管場

所等について地図で把握し、流出しないよう対策を行う。 

応急対応 ＜情報の収集＞ 

・被災後、浸水状況（床上・床下・倒壊棟数）を把握する必要がある。 

＜収集・運搬、保管、処理＞ 

・水害時の廃棄物は、衛生上の観点から、浸水が解消された直後から収集を

開始することが望ましい。 

・水害時には、水分を含んで重量がある畳や家具等が多量に発生し、積込み・

積降しに重機が必要となる。 

・洪水により流されてきた流木等、平時は市区町村で処理していない廃棄物

についても、一時的に大量に発生し、道路上に散乱し、又は廃棄物が道路

上に排出されるなど、道路交通に支障が生じた場合は、優先的に道路上の

廃棄物等を除去する。 

・水分を含んだ畳等の発酵により発熱・発火する可能性があるため、火災や

腐敗による二次災害等への注意が必要であり、早期に資源化や処理を行う

必要がある。消毒・消臭等、感染症の防止、衛生面の保全を図る。 
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（参考）風水害による災害廃棄物の特徴・処理等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：荒川区災害廃棄物等処理方針 R2 年 7 月改訂   

   
復旧・復興 ＜保管、選別・破砕、焼却処理等＞ 

・水害時の廃棄物は、土砂が多量に混入する場合があるため、保管方法や分

別・破砕方法等の検討が必要である。 

・水分を多く含んだ災害廃棄物を焼却することで焼却炉の発熱量が低下し、

助燃剤や重油を投入する必要が生じることがある。 

・大量の濡れた畳は、処理の際に発酵による発熱、発火に注意をする必要が

ある。 
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資料 1-39 水害時の応急仮設住宅への対応 

 

・ 区内は、堤防沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域では氾濫流による木造家屋の倒壊・流

出、河岸浸食による木造・非木造家屋の流出のおそれが考えられる。 

・ また、多くの地域で浸水深 50cm 以上の浸水が 2 週間以上継続すると想定されてお

り、家屋や避難建物に居続けることも困難となる。 

・「平成３０年７月豪雨による災害」では、特定非常災害に指定されたことを踏まえ、

避難所で生活されている被災した方々が速やかに応急仮設住宅に移っていただける

よう、応急仮設住宅への入居を図った。住家の被害が「半壊」であっても、水害に

より流入した土砂や流木等により、住宅として再利用ができない場合は、内閣府と

の協議なく、府県の判断により、応急仮設住宅への入居が可能となった。 

   


